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１ 埼玉県建築物安全安心推進協議会 

  （１）概要 

   平成１０年の建築基準法改正に伴い、法の適確な実施に向け策定された「建築物安全安心推 

  進計画について」（平成１１年４月６日建設省住指発第１６３号）に基づき、当該計画を推進す 

  るために平成１１年８月に設置された。 

（２）構成員 

 埼玉県特定行政庁連絡協議会（※）の会員及び同連絡協議会の会長が委嘱した者で構成して  

いる。（構成員一覧表参照） 

 

  ※ 埼玉県特定行政庁連絡協議会 

   埼玉県内の特定行政庁〔12〕、限定特定行政庁〔31〕及び定期報告受付機関〔1〕の４４機関で構成し、 

  建築行政に関して会員相互で調査研究を行うことなどを目的とし、昭和５０年４月１日に設置した。     
   

  注：〔 〕内数字は会員数を示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

太線は埼玉県特定行政庁連絡協議会のブロック会議の区域割りを示す 

特定行政庁・限定特定行政庁区域図 平成 25 年４月 1 日現在

  限定特定行政庁 (31)             

川越建築安全センター 越谷建築安全センター

  特定行政庁   (11)+埼玉県     

熊谷建築安全センター

  その他の行政庁 (２1)             



１ 埼玉県建築物安全安心推進協議会について     

 

- 3 - 
 

２ 埼玉県建築物安全安心推進協議会構成員一覧 

 

 

平成2５年４月1日現在

構成員数

埼玉県 草加市

川口市 春日部市

川越市 さいたま市

所沢市 狭山市

越谷市 新座市

　上尾市 熊谷市

三郷市 坂戸市

入間市 飯能市

富士見市 志木市

戸田市 和光市

久喜市 桶川市

八潮市 鶴ヶ島市

杉戸町 行田市

松伏町 加須市

吉川市 東松山市

蓮田市 鴻巣市

朝霞市 北本市

本庄市 秩父市

深谷市 羽生市

幸手市 ふじみ野市

日高市 白岡市

蕨市

　埼玉県　保健医療部生活衛生課 　埼玉県　都市整備部住宅課

　埼玉県　県土整備部建設管理課 　埼玉県　消費生活支援センター

警察 1 　埼玉県警察本部　生活安全部生活環境第二課

消防 1 　埼玉県　危機管理防災部消防防災課

指定確認検査機関
(指定確認検査機関／指定構造計算適合性判定機関)

2 　（株）埼玉建築確認検査機構 　（一財）さいたま住宅検査センター　

定期報告受付機関 1 　（財）埼玉県建築住宅安全協会

　（社）埼玉建築士会 　（一社）埼玉県建築士事務所協会

　（社）埼玉建築設計監理協会

建設業等団体 1 　（一社）埼玉県建設業協会

宅地建物・不動産団体 1 　（公社）埼玉県宅地建物取引業協会

金融機関等 1 　（独）住宅金融支援機構

電気・ガス等エネルギー供給事業者 2 　東京電力（株）埼玉支店 　東京ガス（株）埼玉支社

消費生活団体 2 　埼玉県生活協同組合連合会 　さいたま住宅生活協同組合

合計 62

略号凡例　　 （公社）：公益社団法人 （一財）：一般財団法人

（独）　：独立行政法人 （一社）：一般社団法人

行
政
等

建
築
事
業
者
等

区分　

12

31

4

3

構成員

特定行政庁

限定特定行政庁

行政機関

建築設計団体 
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特定行政庁及び限定特定行政庁は、平成 23 年度から平成 26 年度までの 4 か年度の目標及び目標

を達成するための取組について設定した。各年度の実績値の集計後に会長へ報告する。

（特定行政庁）

(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 埼玉県
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 98.0 ％ 99.4 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 116.5 ％ 127.1％ ％ ％

３．定期報告率 目標 92.5 ％ 93.0 ％ 93.5 ％ 94.0 ％

実績 92.8 ％ 92.7 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・工事完了予定時期に建築主などへの電話等での受検督促
・現場パトロールでの工事進捗状況の把握と受検案内
・確認済証交付時の検査受検を周知するチラシの配布100 ％

２．中間検査率 ・特定工程予定時期に建築主などへの電話等での受検督促
・現場パトロールでの工事進捗状況の把握と受検案内
・確認済証交付時の検査受検を周知するチラシの配布100 ％

３．定期報告率 ・定期報告実施のための通知
・防災査察等立入調査における直接要請
・現場査察や文書、電話等により報告を督促94.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 川口市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 98.0 ％ 98.9 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 102.7 ％ 94.5 ％ ％ ％

３．定期報告率 目標 87.0 ％ 89.0 ％ 91.0 ％ 93.0 ％

実績 89.9 ％ 87.7 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・確認済証の交付時に完了検査周知用のチラシを配布する。

100 ％

２．中間検査率 ・ホームページにより周知を図る。

100 ％

３．定期報告率 ・ホームページ及びパンフレットにより周知を図る。
・提出期限を知らせる通知を送付する。
・現場査察にて報告を督促する。93.0 ％
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(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 川越市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 98.0 ％ 99.0 ％ 100 ％

実績 96.9 ％ 99.3 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 94.5 ％ 89.2 ％ ％ ％

３．定期報告率 目標 90.0 ％ 92.0 ％ 93.0 ％ 95.0 ％

実績 90.9 ％ 89.4 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・はがきによる受検依頼

100 ％

２．中間検査率 ・はがきによる受検依頼

100 ％

３．定期報告率 ・はがきによる報告依頼
・報告制度のパンフレットの配布

95.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 所沢市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 95.0 ％ 95.0 ％ 95.0 ％ 95.0 ％

実績 92.7 ％ 92.1 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 95.0 ％ 95.0 ％ 95.0 ％ 95.0 ％

実績 89.2 ％ 93.1 ％ ％ ％

３．定期報告率 目標 91.5 ％ 92.5 ％ 93.5 ％ 94.5 ％

実績 90.7 ％ 90.4 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・リーフレットの配布、パトロールの強化により、検査受検率の向上
に努める。

95.0 ％

２．中間検査率 ・リーフレットの配布、パトロールの強化により、検査受検率の向上
に努める。

95.0 ％

３．定期報告率 ・定期報告率の向上をはかるため、ホームページ・リーフレットの作
成により、所有者・管理者への周知、啓発に努める。

・報告件数を増加させるために、関係団体と連携し未提出者への督
促、再督促を行う。

・未提出物件について、個別（抽出）で、所有者・管理者への訪問
を行い定期報告の重要性をＰＲしていく。94.5 ％
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(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 越谷市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 94.0 ％ 96.0 ％ 98.0 ％ 100 ％

実績 99.2 ％ 99.6 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 87.2 ％ 99.1 ％ ％ ％

３．定期報告率 目標 86.0 ％ 88.0 ％ 89.0 ％ 91.0 ％

実績 90.1 ％ 88.2 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・建築主や施工者等に対する広報、情報提供など適宜適切な受検案内
を行い、受検の徹底を図る。

100 ％

２．中間検査率 ・ 同上

100 ％

３．定期報告率 ・関係団体と連携し、定期報告制度の PR を行う。
・未報告者への督促を強化する。

91.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 上尾市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 96.5 ％ 97.0 ％ 97.5 ％ 98.0 ％

実績 94.4 ％ 91.3 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 227.3 ％ 400 ％ ％ ％

３．定期報告率 目標 83.0 ％ 88.0 ％ 93.0 ％ 98.0 ％

実績 98.4 ％ 93.2 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・現場パトロールで工事進捗状況の把握と受検案内
・電話等による施工状況の確認及び検査案内の実施

98.0 ％

２．中間検査率 ・現場パトロールで工事進捗状況の把握と受検案内
・電話等による施工状況の確認及び検査案内の実施

100 ％

３．定期報告率 ・未報告物件に対し防災査察等を実施し、定期報告の理解を求める。
・定期報告制度の内容についてチラシ等により管理者へ周知徹底する。
・地域法人と連携し、未報告を解消する方策を確立する。98.0 %
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(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 草加市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 90.0 ％ 90.0 ％ 90.0 ％ 90.0 ％

実績 98.9 ％ 99.0 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 100.0 ％ 100 ％ ％ ％

３．定期報告率 目標 90.0 ％ 92.0 ％ 93.0 ％ 94.0 ％

実績 90.2 ％ 88.6 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・受検率の向上を図るための現場巡回及び電話による普及、啓発、督
促を行う。

90.0 ％

２．中間検査率 ・受検率の向上を図るための現場巡回及び電話による普及、啓発、督
促を行う。

100 ％

３．定期報告率 ・過年度の未報告のものに対して、督促通知を送付する。
・それでも報告がない場合、必要に応じて立入調査を行い、現地で報

告指導を行う。94.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 春日部市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 98.0 ％ 99.0 ％ 100 ％

実績 97.9 ％ 98.9 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 77.8 ％ 183.7 ％ ％ ％

３．定期報告率 目標 89.2 ％ 89.5 ％ 89.8 ％ 90.0 ％

実績 90.7 ％ 88.5 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・検査受検を周知するチラシの配布
・建築主などへの受検督促又はお知らせ
・実検査率の採用
・現場パトロールでの工事進捗状況の把握と受検案内100 ％

２．中間検査率 ・検査受検を周知するチラシの配布
・建築主などへの受検督促又はお知らせ
・実検査率の採用
・現場パトロールでの工事進捗状況の把握と受検案内100 ％

３．定期報告率 ・定期報告制度を周知するチラシの配布
・所有者等に対する督促等
・指定対象を把握するための台帳整備
・不適合部分について是正指導90.0 ％
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(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： さいたま市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 98.5 ％ 98.5 ％ 99.0 ％ 99.0 ％

実績 99.3 ％ 99.5 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 95.3 ％ 97.0 ％ ％ ％

３．定期報告率 目標 93.1 ％ 93.4 ％ 93.7 ％ 94.0 ％

実績 93.7 ％ 92.0 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・完了検査の申請についてのお知らせはがきを建築主に送付、又建築
主又は代理者へ電話で受検説明をする。

・市報やホームページの掲載により、完了検査の必要性、重要性の啓
発を図る。99.0 ％

２．中間検査率 ・中間検査の申請についてのお知らせはがきを建築主に送付、又建築
主又は代理者へ電話で受検説明をする。

・ホームページの掲載により、中間検査の必要性、重要性の啓発を図
る。100 ％

３．定期報告率 ・市報、ホームページ、チラシ、パンフレットを活用し定期報告制度
の周知を図る。

・定期報告未報告物件等の所有者又は管理者に対し、文書、電話、現
場口頭指示による報告督促を行う。94.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 狭山市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 84.5 ％ 86.0 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 100.0 ％ 100 ％ ％ ％

３．定期報告率 目標 89.0 ％ 91.0 ％ 93.0 ％ 95.0 ％

実績 91.8 ％ 88.3 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・確認申請時及び建築パトロール時等に、検査受検のお知らせ配布
・建築物完了前に、検査受検に関するお知らせはがきの送付
・ホームページ等を活用したＰＲ100 ％

２．中間検査率
同 上

100 ％

３．定期報告率 ・(財)埼玉県建築住宅安全協会が行っている再通知以外に、未報告者に
連絡、個別訪問及び消防と査察を行ったりする。

・県内特定行政庁及び(財)埼玉県建築住宅安全協会がホームページ等を
活用したＰＲを行う95.0 ％
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(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 新座市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 93.0 ％ 95.0 ％ 97.0 ％ 99.0 ％

実績 91.3 ％ 99.6 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 114.6 ％ 81.8 ％ ％ ％

３．定期報告率 目標 92.5 ％ 93.0 ％ 93.5 ％ 94.0 ％

実績 94.3 ％ 91.7 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・検査受検を周知するチラシの配布
・現場パトロールでの工事進捗状況の把握

99.0 ％

２．中間検査率 ・検査受検を周知するチラシの配布
・現場パトロールでの工事進捗状況の把握

100 ％

３．定期報告率 ・未報告物件への報告督促
・現場査察を通じた未報告物件への指導

94.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 特定行政庁名： 熊谷市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 97.0 ％ 98.0 ％ 99.0 ％

実績 95.1 ％ 96.6 ％ ％ ％

２．中間検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 283.3 ％ 118.2 ％ ％ ％

３．定期報告率（建築物） 目標 75.0 ％ 80.0 ％ 85.0 ％ 90.0 ％

実績 89.7 ％ 87.3 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・完了検査について、建築主や施工者等に対する広報、情報提供など
適宜適切な受検案内を行い、受検の徹底を図る。

99.0 ％

２．中間検査率 ・中間検査について、建築主や施工者等に対する広報、情報提供など
適宜適切な受検の徹底を図る。

100 ％

３．定期報告率（建築物） ・定期報告制度の適切な運用による維持保全を図る。

90.0 ％
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（限定特定行政庁）

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 三郷市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 92.0 ％ 94.0 ％ 97.0 ％ 99.0 ％

実績 96.0 ％ 96.0 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・完了検査の受検催促のパンフレットを確認済証交付時に配布する。
・検査申請の少ない工事監理者、施工者に対し受検指導する。
・確認申請書に記載された工事完了予定日を過ぎても検査の申請がな

い案件について、検査受検の催促の電話をする。99.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 入間市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 98.0 ％ 99.0 ％ 100 ％

実績 97.5 ％ 98.4 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・確認済証交付時に建築主あてにチラシを配布
・現場パトロールの強化

100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 富士見市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 98.0 ％ 99.0 ％ 100 ％

実績 99.0 ％ 98.4 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・検査受検を周知するチラシの配布
・建築主などへの受検督促又はお知らせ
・現場パトロールでの工事進捗状況の把握と受検案内100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 戸田市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 93.0 ％ 94.0 ％ 96.0 ％ 98.0 ％

実績 92.7 ％ 96.7 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・完了検査受検を周知するチラシの配布
・建築主などへの完了受検督促又はお知らせ（電話、文書、現場口頭

指示又は伝達）
98.0 ％
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(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 久喜市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 87.0 ％ 90.0 ％ 93.0 ％ 96.0 ％

実績 83.7 ％ 86.0 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・確認済証の交付時に必ず完了検査を受けるよう指導を行うと同時に
完了予定日近くなったら検査を行うよう通知します

96.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 八潮市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.5 ％ 98.0 ％ 98.3 ％ 99.0 ％

実績 94.3 ％ 98.0 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・現場パトロールによる完了検査受検案内の実施
・建築確認済証交付の際に完了検査受検チラシの配布
・建築主などへ完了検査受検督促の実施（電話、ハガキ等）
・市広報誌、ホームページによる普及啓発の実施99.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 杉戸町
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 98.0 ％ 99.0 ％ 100 ％

実績 96.2 ％ 97.1 ％ ％ ％

(1) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・建築確認通知書受け渡し時に、完了検査の案内チラシを配布する。
・工事完了予定建築主に対して、完了検査の案内通知を郵送し周知を

図る。100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 松伏町
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 98.5 ％ 99.0 ％ 99.5 ％ 100 ％

実績 98.5 ％ 100 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・完了検査受検を周知するチラシの配布
・建築主などへの受検督促またはお知らせ

100 ％
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(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 吉川市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 97.0 ％ 97.0 ％ 97.0 ％

実績 97.9 ％ 94.8 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・吉川市建築物安全安心実施要領に基づき、工事完了検査の受検を促
す。

97.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 蓮田市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 95.0 ％ 96.0 ％ 97.0 ％ 98.0 ％

実績 90.6 ％ 94.2 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・電話による督促
・確認済証の交付時に、完了検査受検のチラシを配布

98.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 朝霞市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実績 99.5 ％ 98.5 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・検査受検を周知するチラシの配布
・建築主などへの受検督促又はお知らせ

（電話、文書、現場口頭指示又は伝達）100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 本庄市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 95.9 ％ 96.3 ％ 96.6 ％ 97.0 ％

実績 89.4 ％ 98.4 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１． 完了検査率 ・確認済証交付時に、建築主向けのパンフレットを配布し、検査率
向上のための啓発を行う。

・工事完了予定日を経過し完了検査を受けていない建築主に、はが
きなどで通知を行う。97.0 ％
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(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 深谷市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 90.0 ％ 92.5 ％ 95.0 ％ 97.5 ％

実績 95.9 ％ 92.2 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・口頭・リーフレットによる指導
・ハガキによる啓発

97.5 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 幸手市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 93.0 ％ 95.0 ％ 97.0 ％ 100 ％

実績 97.9 ％ 98.6 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・確認済証交付時に、完了検査受検のパンフを添付し、口頭にて受検
を促す。

・工事完了予定時期前に、電話及び書面による受検の督促を行う。100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 日高市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 98.0 ％ 99.0 ％ 100 ％

実績 94.8 ％ 97.7 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・チラシ等による完了検査受検の周知
・現場パトロールの実施

100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 蕨市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 98.0 ％ 99.0 ％ 100 ％ 100 ％

実績 91.1 ％ 97.3 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・完了検査受検を周知するチラシの配布
・建築主等に電話、通知文書等で直接連絡していく。

100 ％
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(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 坂戸市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.5 ％ 98.0 ％ 98.5 ％ 99.０ ％

実績 98.4 ％ 93.9 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・建築確認済証交付の際、建築主あてに、完了検査受検の必要性に関
する通知を引き続き行う。

99.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 飯能市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 94.0 ％ 96.0 ％ 98.0 ％ 100 ％

実績 93.2 ％ 94.5 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・申請者等への電話・ハガキ等による受検催促
・工事完了前の現場パトロールの強化

100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 志木市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 98.0 ％ 98.5 ％ 99.0 ％

実績 78.6 ％ 98.6 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・完了検査の受検案内を代理者・設計者に配布し、建築主に受検を促
すようにしている。

・完了検査を未受検の物件は、電話等で代理者等に受検するように案
内している。99.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 和光市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 98.0 ％ 98.7 ％ 99.3 ％ 100 ％

実績 95.5 ％ 96.5 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・市で確認済証発行後、又は指定確認検査機関で確認した物件は確認
審査報告書を受付後、建築主に完了検査を受けるよう促す。

・工事完了予定日を過ぎても完了検査を受けていない場合は、工事監
理者等に検査を受けるよう促す。100 ％
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(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 桶川市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 95.0 ％ 95.5 ％ 96.0 ％ 96.5 ％

実績 95.3 ％ 97.6 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・現場パトロールの強化
・受検案内送付の推進

96.5 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 鳩ヶ谷市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 98.0 ％ 99.0 ％ 99.5 ％ 100 ％

実績 ％ ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・違反建築なくそう運動(法令説明会、パトロール)による啓発活動。
・工事完了予定年月日を超過している案件への電話連絡。

100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 鶴ヶ島市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 98.0 ％ 99.0 ％ 100 ％

実績 100 ％ 96.5 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・建築主への検査案内の実施
・現場パトロールによる施工状況の確認及び工事監理者等への受検督

促（電話等）100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 行田市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 90.0 ％ 95.0 ％ 98.0 ％ 100 ％

実績 92.4 ％ 93.7 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・現場パトロールの実施（受検率の低い施工業者の物件を重点的に）
・検査受検案内の送付

100 ％

平成 23 年 10 月 11 日 川口市に編入



７－１ 特定行政庁及び限定特定行政庁の目標及び実績

- 16 -

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 加須市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 96.0 ％ 96.0 ％ 97.0 ％ 97.0 ％

実績 97.8 ％ 96.6 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・確認済証に完了検査のチラシを添付し、建築主に周知してもらう。
・確認済になった全ての４号建築物について、「今後の案内」を建築主

に郵送し、完了検査等の案内をする。
・建築パトロールを実施し、完成前の建物に対して「完了検査の案内」

を建築主に郵送する。97.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 東松山市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 97.0 ％ 97.5 ％ 98.0 ％ 98.5 ％

実績 96.9 ％ 97.9 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・確認時、建築主へ検査受検を周知するチラシ配布の徹底
・現場パトロールにて工事進捗状況の把握及び受検案内チラシの配布

98.5 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 鴻巣市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 96.0 ％ 97.0 ％ 98.0 ％ 99.0 ％

実績 92.3 ％ 93.2 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・完了予定日の１週間前をめどに連絡をする。

99.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 北本市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 85.0 ％ 90.0 ％ 95.0 ％ 100 ％

実績 92.7 ％ 97.6 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・市で確認処分した建築主には、検査の必要性を記した内容のはがき
を送付することにより、完了検査を受検されるよう啓発している。

100 ％
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(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 秩父市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 85.0 ％ 90.0 ％ 95.0 ％ 100 ％

実績 82.4 ％ 86.3 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・関連自治体および団体等との連携の強化。
・建築主等への完了検査受検の周知。

100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 羽生市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 94.4 ％ 95.9 ％ 97.5 ％ 99.0 ％

実績 95.7 ％ 96.3 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・建築確認処分時に、完了検査受検についてのリーフレット配布
・巡回パトロールにて着工確認し、完了検査受検についての葉書送付
・巡回パトロールにて工事完了物件についても現地確認99.0 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： ふじみ野市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 99.0 ％ 99.5 ％ 100 ％ 100 ％

実績 85.2 ％ 99.4 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・工事完了予定日が過ぎている物件について、工事監理者または施工
者に対し進捗状況の確認をこまめに行う。

100 ％

(1) 各計画の目標及び実績 限定特定行政庁名： 白岡市
各計画 H23 H24 H25 H26

１．完了検査率 目標 ％ 98.0 ％ 99.0 ％ 100 ％

実績 ％ 98.4 ％ ％ ％

(2) 目標を達成するための取組内容

各計画/平成 26 年度末目標 具体の取組

１．完了検査率 ・現場パトロールにより工事進捗状況を把握し、建築主等へ受検案内
又は受検督促をする。

・確認済証交付時に受検案内を配布する。100 ％
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（１）平成２３年度 各計画の目標及び実績

各機関、団体名：(社)埼玉建築士会
各計画

１．｢違反建築な
くそう運動｣の
実施（県・市町
村との共催）

目標 一般県民に建築関係法令等の目的・内容について周知徹底を図り
良好な市街地環境の形成や安全で良質な建築物の普及に努める
ことを目的とする

目標達成のため
の取組

・運動期間内に法令説明会を開催する
・運動期間内に建築無料相談会を開催する

実績 平成 23 年度は法令説明会を県内 13 会場で開催 702 名参加
平成23年度は運動期間内に建築無料相談会を県内13会場で開
催（他の期間に建築無料相談会を 12 回開催）

２．講習会等での
改正建築士法
の周知

目標 改正建築士法の周知

目標達成のため
の取組

・建築士定期講習会等において改正建築士法の説明や会報での周
知を行う

実績 平成 23 年度は６回開催し 773 名が参加
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各機関、団体名：(社)埼玉建築設計監理協会
各計画

1（１）①確認申
請図書の精度の
向上

目標 確認申請図書作成についての内容及び諸手続の把握

目標達成のため
の取組

・会員事務所にＭＡＩＬ等で確認申請図書作成に関する講習会の
周知と参加の要請

実績 ・メールにて周知
1（２）①工事監
理者選任の必要
性の周知

目標 各工事において建築主に対して工事監理者の必要性を周知

目標達成のため
の取組

・会員各事務所に確認済証交付時に配布されるチラシ説明の必要
性のリーフレットを配布

実績 ・会員に配布
1（３）②完了検
査の必要性の周
知徹底

目標 建築主に対して設計者・工事監理者が工事の完了検査の必要性を
周知

目標達成のため
の取組

・会員各事務所に完了検査の必要性のリーフレットの配布

実績 ・会員に周知
1（４）②違反建
築の抑止

目標 違反建築の抑止の認識

目標達成のため
の取組

・会員各事務所に啓発リーフレットの配布
・会員各事務所に「違反建築なくそう運動」への参加を

ＭＡＩＬ等で周知

実績 ・会員に周知
２（２）②耐震診
断、耐震改修に係
る助成制度の利
用拡大

目標 補助制度の内容を消費者に周知

目標達成のため
の取組

・消費者に対し耐震相談会を毎月２回実施及び補助制度の説明
・ホームページに耐震相談会の案内を掲載

実績 ・電話等の問い合わせ多数
・１９件の相談会実施

２（２）②木造住

宅の無料耐指針

診断の実施

目標 イベント時における無料木造住宅耐震診断の実施

目標達成のため
の取組

・各関係機関からの依頼により会員事務所の会場への派遣

実績 ・木造耐震相談会実施
平成 23 年 12 月 3 日 越谷中央市民会館
新聞広告等で東部地区に開催案内を配布

２（３）地震災害
の対応体制の整
備

目標 会員事務所の応急危険度判定士の確保及び講習会への参加

目標達成のため
の取組

・会員事務所へ新規応急危険度判定士の養成依頼及び講習会参加
の周知をＭＡＩＬ等で行う

・会員事務所の応急危険度判定士の訓練への参加

実績 ・会員へ周知および訓練への参加
２（４）建築物の
吹きつけアスベ
スト対策の促進

目標 消費者にアスベスト対策の周知及び助成制度の推進

目標達成のため
の取組

・アスベスト相談窓口の開設
・消費者に対しては助成制度の周知をホームページに掲載

実績 ・ホームページに掲載
２（5）③県民・
所有者への違反
建築物対策の周
知

目標 「違反建築なくそう運動」の県民・所有者への周知

目標達成のため
の取組

・会員事務所の「違反建築なくそう運動」への参加をＭＡＩＬ等
で周知及びその内容をホームページに掲載

実績 ・会員に周知
２（７）②改修に
対する支援制度
を検討

目標 支援制度を消費者に周知

目標達成のため
の取組

・支援制度の確定により会員事務所へＭＡＩＬ等で周知及びその
内容をホームページに掲載

実績 ・会員に周知
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４（２）③申請内
容と現況との照
合の促進

目標 申請内容と現況との差異の確認

目標達成のため
の取組

・会員事務所へ申請内容と現況との差異の照合するルールを
ＭＡＩＬ等で周知

実績 ・会員に周知
４（３）建築士、
建築事務所に対
する指導監督の
充実

目標 建築士法の改正内容の周知及び遵守

目標達成のため
の取組

・会員事務所に啓発リーフレットをＭＡＩＬ等で配布

実績 ・会員に周知
4（４）①関係機
関、関係団体との
連携強化

目標 建築行政への理解と関係機関・団体との協力

目標達成のため
の取組

・協議会等への参加し連携を強化

実績 ・協議会等への参加
4（５）①建築物
に関わる事業者
への対応

目標 建築物に関わる事業者との協力

目標達成のため
の取組

・必要項目に応じ建築物に関わる事業者への資料提供及び協力

実績 ・事業者への協力
５（１）②バリア
フリー化の制度
のあり方に関す
る検討

目標 バリアフリー化運用に対しての協力

目標達成のため
の取組

・高齢者福祉対策住宅改造相談窓口の開設
・高齢者福祉対策住宅改造のリーフレットの市町村に配布及びホ

ームページに掲載

実績 ・高齢者・障碍者のためのバリアフリー相談会実施
平成 23 年 12 月 3 日 越谷中央市民会館
新聞広告等で東部地区に開催案内を配布

・リーフレットを各市町村に配布
５（２）環境にや
さしい建築物づ
くりの普及

目標 環境配慮の建築物の設計の推進及び普及

目標達成のため
の取組

・会員事務所へ環境配慮の建築物に関するリーフレットの配布及
び講演会等の案内をＭＡＩＬ等で周知

実績 ・会員に周知

各機関、団体名：（社）埼玉県建築士事務所協会
各計画

１．木造住宅の無
料耐震診断の実
施

目標 ・民間建築物の耐震化の向上
・東日本大震災後の耐震性能への不安の解消

目標達成のため
の取組

・東日本大震災対策本部を設置し、耐震などの建築無料相談を
実施する

実績 県・市町村職員にも参加を呼びかけた「既存鉄骨造建築物の
耐震診断基準・耐震改修指針セミナー」を開催、83 名参加。

「さいたまグラフ」平成 24 年 3 月号に「耐震診断・耐震改修」
の広告掲載。

東日本大震災対策本部で対応した耐震に不安のある方への無
料相談等対応件数は、16 件。

第 12 回埼玉県下一斉「わが家の耐震診断相談会」29 会場で
実施、相談者数 278 名。
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各機関、団体名：(財)埼玉県建築住宅安全協会
各計画

１．既存建築物に
対する取組

目標 定期報告率の向上

目標達成のため
の取組

・定期報告の必要性などを説明したパンフレット等の発行、ホー
ムページでの案内など、周知を図る。
・関係資格者の資質向上を図るため、講習会等を開催する。

実績 提出案内件数 37,501 件（督促を含む）
報告書受付件数 42,184 件
報告率 87.0%
実務要領講習会等の開催
（建築物） 2 回（申込者数 171 人）
（建築設備） 2 回（申込者数 178 人）
（昇降機） 2 回（申込者数 189 人）

２．建築行政を円
滑に推進するた
めの取組

目標 関係機関、関係団体との連携強化

目標達成のため
の取組

・定期報告についての理解を深めてもらうために、関係機関等に
対し、講習会等での説明や周知用印刷物の配布をしていく。

実績 パンフレット『適確な維持管理と定期報告制度』及びリーフレ
ット『ご存知ですか？ 定期報告制度』を発行し、関係行政庁の
窓口での配布を依頼したほか、関係団体に送付した。

埼玉県、市町村及び建築士会の主催により開催された「違反な
くそう運動」の法令説明会 13 会場のうち 4 会場において口頭説
明をしたほか、残り 9 会場においてパンフレットの配布を依頼し
た。

各機関、団体名：（社）埼玉県建設業協会
各計画

１．応急危険度判
定士の連絡体
制の整備の実
施

目標 応急危険度判定士のﾃﾞｰﾀｰﾍﾞｰｽを整備し、勤務先、連絡先などの
更新等、適切な管理を実施する。

目標達成のため
の取組

・県内、各県土整備事務所を支部別とし、ﾈｯﾄﾜｰｸ化を図り年 2 回
以上のﾈｯﾄﾜｰｸ連絡模擬訓練（ﾒｰﾙにて）を実施する。

・その際に各支部担当者の更新を図り、最新のﾈｯﾄﾜｰｸを維持管理
する。

実績 応急危険度判定士のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを整備し、電子ﾒｰﾙによるﾈｯﾄﾜｰｸ
網を構築したうえで、伝達ﾃｽﾄを 2 回実施した。

１回目は１０月２６日、埼玉県都市整備部からの応急危険度判
定士模擬訓練の通知をﾈｯﾄﾜｰｸ網によりﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに登録している
会員に周知し、ﾈｯﾄﾜｰｸの伝達状況を確認した。

2 回目は１１月１４日、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの登録情報を更新するため、
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの会員に更新情報の提供依頼をﾈｯﾄﾜｰｸ網によりおこな
い、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの更新ならびにﾈｯﾄﾜｰｸの伝達状況を確認した。
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各機関、団体名：（社）埼玉県宅地建物取引業協会
各計画

１．講習会の実施 目標 本年度は、宅地建物取引主任者講習会の講習科目に建築基準法を
組入れ、講師には建築士を起用し最今の耐震問題など、資質の向
上と消費者保護に努める。講習会は、12回各回130名、計1600
名を計画目標とする。

目標達成のため
の取組

・協会の HP や各種広報媒体（彩の国）を活用し、周知に努める。

実績 計画目標、12 回開催、延べ受講者数 1891 名受講された。
２．相談所の実施 目標 ① 本部常設不動産無料相談所を年 145 回実施

② 消費者を対象としたセミナーを年４回開催
③ 相談員の資質の向上のための研修会の開催
④ 市弁護士による法律相談を年 24 回実施

目標達成のため
の取組

① 埼玉県民啓発キャンペーン新聞広告による消費者向け宅地建
物取引に関する情報提供を年 16 回実施した。

② 協会 HP による活用

実績 ① は、目標回数を実施した。
② は、目標回数４回、延べ人数 174 名参加した。
③ は、研修会を年４回、延べ人数 657 名出席した。
④ は、目標回数年 24 回、相談者数 166 名が相談。

各機関、団体名：埼玉県生活協同組合連合会
各計画

１．消費者・消費
者団体への情報
提供の実施

目標 消費者・消費者団体に対して、建築手続きの契約等に関して、パ
ンフレット等の配布を通じて、広報・啓発に努める。

目標達成のため
の取組

・一般消費者に対して、ホームページを活用して広報・啓発を行
う。
・消費者団体に対して、チラシ・パンフレットの配布を通じて、
啓発に努める。

実績 消費者団体の会議や各種催し等で、消費者契約の問題等の情報
提供等を行った。

２．消費者からの
と問合に適切に
対応する

目標 消費者からの問合せに等対して、消費者団体・関係団体・行政機
関等と連携して、適切に対応する

目標達成のため
の取組

・行政機関や関係団体が実施する建築相談等窓口の把握とＰＲ
・行政機関、関係団体、消費者団体等との建築相談等に係る情報
交換の実施。

実績 消費者センターの紹介等、消費者からの問合せにて適切に対応
した。

弁護士会等の実施した、講演会に参加。
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各機関、団体名：さいたま住宅生活協同組合
各計画

１．
さいたま住宅生
協「機関紙」に案
内を掲載

目標 耐震診断、耐震改修に係る、助成制度の利用。

目標達成のため
の取組

・さいたま住宅生協「機関紙」を活用し、補助制度の普及、啓発
の取組を行う。

実績 2012 年 1 月号に「助成制度のお知らせ」を掲載
組合員 22000 人に配布

2．
さいたま住宅生
協「機関紙」に案
内を掲載

目標 吹き付けアスベスト対策に係る、助成制度の利用拡大。

目標達成のため
の取組

・さいたま住宅生協「機関紙」を活用し、補助制度の普及、啓発
の取組を行う。

実績 2012 年 1 月号に「助成制度のお知らせ」を掲載
組合員 22000 人に配布

3．
住宅セミナーの
実施

目標 環境にやさしい住宅づくりの普及と啓発。

目標達成のため
の取組

・消費者を対象としたセミナーを実施

実績 さいたま市民会館うらわにて 2011 年 10 月に「埼玉消費者
住宅セミナー」を総勢 41 名で開催。
環境にやさしい住宅づくり関蓮を講演の中で取り上げました。

各機関、団体名：（株）埼玉建築確認検査機構
各計画

１．法改正講習会
の実施

目標 建築物に関する事業者との協力関係の構築

目標達成のため
の取組

・事業者団体の会合において法令等の周知を図る。

実績 平成 23 年 6 月 14 日、9 月 27 日、11 月 22 日
平成 24 年 2 月 28 日の計４回の埼玉建築士会の
建築士定期講習会に講師として社長を派遣した。

各機関、団体名：(一財)さいたま住宅検査センター
各計画

１．適切な確認審
査の実施

目標 ・二重チェックなどによる審査漏れ防止体制を整え、審査ミス 0
件を目指す。

目標達成のため
の取組

・受付時、審査時それぞれにおいて 2 名以上によるダブルチェッ
クを行い、かつ、チェックシートを活用することにより、審査の
漏れを防止する。・

実績 ・チェックシートを作成、活用することにより、審査漏れ防止に
努めた。

２．建築基準適合
性判定資格者の
育成

目標 ・建築基準適合性判定資格者の育成のため、社内向け講習会を開
催し、合格率 80％以上を目指す。

目標達成のため
の取組

・担当者向けの講習会を開催する。
（受験資格者・受験未資格者を問わず。）・

実績 ・担当者向けの講習会を９回開催し、受講者 14 名中６名（42％）
合格することができた。
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各機関、団体名：東京電力（株）埼玉支店
各計画

１．関係機関との
連携強化の実施

目標 特定行政庁・限定特定行政庁からの違法建築物における供給承諾
の保留の要請に対し、適正な対応を行う（１００％）

目標達成のため
の取組

・行政庁との日常からの連携
・各協議会への積極的な参加による情報の共有化

実績 違法建築における供給承諾の保留要請に対し、適正に対応を実施

各機関、団体名：東京ガス（株）埼玉支社
各計画

１．環境配慮型機
器の啓発活動

目標 環境配慮型機器の啓発

目標達成のため
の取組

今年度出展を予定している環境関連の行政イベントにおいて環
境配慮型機器のパネルを展示し、幅広い層に対して啓発活動を実
施する。

実績 計１１回の行政イベントに出展し、環境配慮型機器（エネファー
ム、ＳＯＬＡＭＯなど）のパネル展示をして、幅広い層への啓蒙
活動を行った。

各機関、団体名：埼玉県警察本部 生活環境第二課
各計画

違反建築物対策
連携行政との連
携

目標 県との連携により、事件化が可能な案件は法と証拠に基づき立件
する。

目標達成のため
の取組

特になし

実績 建築基準法令違反による事件検挙はない。

各機関、団体名：埼玉県 消費生活支援センター
各計画

１．不動産トラブ
ルに関する消費
生活相談の実施

目標 ・不動産に関する消費生活相談体制の充実を推進する。

目標達成のため
の取組

・不動産問題に関する行政の取組、業界の動向等について情報収
集を図り、相談処理に役立たせる。

実績 不動産に関する消費生活相談受付件数(県・苦情のみ)
平成 2３年度 1,５００件（暫定数字）

（受付件数 16,1３５件のうちの 9.3％）
２．不動産に関す
る行政相談機関
との連携

目標 ・不動産に関する行政相談機関との連携を図る。

目標達成のため
の取組

・県民相談総合センター、建築安全課、建設管理課、住宅課、埼
玉県住宅供給公社等の相談機関との連携を図るため連絡会議等
に積極的に参加する。・

実績 （平成２３年度）
9/21 住宅相談等関係機関連絡会議
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各機関、団体名：埼玉県 消防防災課
各計画

１．事件及び事故
発生時における
適切な対応の実
施

目標 ・重大な人的被害を伴う火災事故が発生した場合、同様の施設に
対する消防本部の立入調査の結果を取りまとめ、関係機関と情報
共有する。

目標達成のため
の取組

・各消防本部の調査結果の収集。
・消防庁への報告。関係部局との情報共有。

実績 ・特になし（特殊な火災事故の発生なし）

各機関、団体名：埼玉県 生活衛生課
各計画

他法令許認可実
施期間との連携

目標 他法令許認可実施機関と既存建築物における許認可の情報を
共有する。

目標達成のため
の取組

保健所において、必要に応じて他法令許認可実施機関に情報提
供を行う等の連携を図る。

実績 関係機関に対し、新規クリーニング所に係る情報を提供した。

各機関、団体名：埼玉県 建設管理課
各計画

１．建設請負工事
にかかる紛争
相談の実施 等

目標
・ 建設請負工事にかかる紛争相談に適切に対応するとともに、

紛争防止のため、建設業者および消費者への情報提供を行う。

目標達成のため
の取組

・ 電話・来庁相談（随時）において、紛争当事者（消費者・
建設業者）に対して、適切な助言・指導を行う。

・ 建設業者を対象に、建設業法等の法令遵守の研修会を開催
する。

・ 建設工事請負契約にあたって消費者が注意すべき事項など
をホームページに掲載し、随時その内容を更新する。

実績

・ 延べ５28 件の電話・来庁相談に対応し、必要な助言・指導
等を行った。

・ 建設業者を対象とした法令遵守研修会を開催し、延べ 505
人が受講した。
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各機関、団体名：埼玉県 住宅課
各計画

１．住宅供給公社
等と連携した、住
まいに関する相
談体制づくり

目標 住宅関連の相談体制の充実

目標達成のため
の取組

県住宅供給公社「住まい相談プラザ」（ＪＲ大宮駅構内）を活用
して、法律相談、住宅建設に関する技術的な相談、リフォームや
マンション管理に関する相談など住まいに関する相談を受ける。

実績 「住まい相談プラザ」において、次のとおり住まいに関する相談
（９，９６２件）への対応を行った。
・公営住宅等賃貸住宅の入居に関する相談 ８，７９６件
・住宅に関する法律相談 ７２０件
・住宅建設・改修に係る技術的相談 １５７件
・マンション管理に関する相談 １５７件
・その他 １３２件

２．埼玉県環境建
築住宅賞（住宅部
門）の実施

目標 環境に配慮した住まいづくりの普及啓発

目標達成のため
の取組

・募 集：平成２３年 ８月 ～９月
・一般審査： 同 １０月
・専門審査： 同 １１月～１２月
・表彰式 ：平成２４年 ２月
・作品展示会、発表会：同３月

実績 表彰式及び受賞作品発表会（１回）並びに応募作品展示会（２回）
を開催するとともに、作品集を作成・配布し、環境に配慮した住
宅の普及を行った。なお、応募・受賞各作品数は次のとおり。
・応募作品 ３０点
・受賞作品 ５点
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（２）平成２４年度 各計画の目標

各機関、団体名：(社)埼玉建築士会
各計画

１．｢違反建築な
くそう運動｣の
実施（県・市町
村との共催）

目標 一般県民に建築関係法令等の目的・内容について周知徹底を図り
良好な市街地環境の形成や安全で良質な建築物の普及に努める
ことを目的とする

目標達成のため
の取組

・運動期間内に法令説明会を開催する
・運動期間内に建築無料相談会を開催する

実績 平成 24 年度は法令説明会を県内 13 会場で開催 628 名参加
平成24年度は運動期間内に建築無料相談会を県内13会場で開
催（他の期間に建築無料相談会を 11 回開催）

２．講習会等での
改正建築士法
の周知

目標 改正建築士法の周知

目標達成のため
の取組

・建築士定期講習会等において改正建築士法の説明や会報での周
知を行う

実績 平成 24 年度は 4 回開催し 417 名が参加

各機関、団体名：(社)埼玉建築設計監理協会
各計画

1（１）①確認申
請図書の精度の
向上

目標 確認申請図書作成についての内容及び諸手続の把握

目標達成のため
の取組

・会員事務所にＭＡＩＬ等で確認申請図書作成に関する講習会の
周知と参加の要請

実績 ・会員事務所にＭＡＩＬ等で周知

1（２）①工事監
理者選任の必要
性の周知

目標 各工事において建築主に対して工事監理者の必要性を周知

目標達成のため
の取組

・会員各事務所に確認済証交付時に配布される工事監理者の必要
性をＭＡＩＬ等で配信

実績 ・確認済証交付時に配布されるチラシを理事会報告の資料として
会員事務所に配布。

1（３）②完了検
査の必要性の周
知徹底

目標 建築主に対して設計者・工事監理者が工事の完了検査の必要性を
周知

目標達成のため
の取組

・会員各事務所に完了検査の必要性をＭＡＩＬ等で配信

実績 ・完了検査の必要性を明記したリーフレットを理事会報告の資料
として会員事務所に配布。

1（４）②違反建
築の抑止

目標 違反建築の抑止の認識

目標達成のため
の取組

・会員各事務所に違反建築の抑止啓発の文章配布
・会員各事務所に「違反建築なくそう運動」への参加を

ＭＡＩＬ等で周知

実績 ・「違反建築なくそう運動」説明会への参加及びその内容のリー
フレットを会員事務所にＭＡＩＬにて通知。

２（２）②耐震診
断、耐震改修に係
る助成制度の利
用拡大

目標 補助制度の内容を消費者に周知

目標達成のため
の取組

・消費者に対し耐震相談会を毎月２回実施及び補助制度の説明
・ホームページに耐震相談会の案内を掲載

実績 ・電話等の問い合わせ多数
・17 件の相談会実施

２（２）②木造住

宅の無料耐震診

断の実施

目標 イベント時における無料木造住宅耐震診断の実施

目標達成のため
の取組

・各関係機関からの依頼により会員事務所の会場への派遣

実績 ・今年度は未実施
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２（３）地震災害
の対応体制の整
備

目標 会員事務所の応急危険度判定士の確保及び講習会への参加

目標達成のため
の取組

・会員事務所へ新規応急危険度判定士の養成依頼及び講習会参加
の周知をＭＡＩＬ等で行う

・会員事務所の応急危険度判定士の訓練への参加

実績 ・会員へ周知および訓練への参加

２（４）建築物の
吹きつけアスベ
スト対策の促進

目標 消費者にアスベスト対策の周知及び助成制度の推進

目標達成のため
の取組

・アスベスト相談窓口の開設
・消費者に対しては助成制度の周知をホームページに掲載

実績 ・ホームページに掲載

２（5）③県民・
所有者への違反
建築物対策の周
知

目標 「違反建築なくそう運動」の県民・所有者への周知

目標達成のため
の取組

・会員事務所の「違反建築なくそう運動」への参加をＭＡＩＬ等
で周知及びその内容をホームページに掲載

実績 ・「違反建築なくそう運動」への参加をＭＡＩＬにて通知及び内
容をホームページに掲載。

２（７）②改修に
対する支援制度
を検討

目標 支援制度を消費者に周知

目標達成のため
の取組

・支援制度の確定により会員事務所へＭＡＩＬ等で周知及びその
内容をホームページに掲載

実績 ・支援制度の確定がなされてないため会員事務所への周知が出来
ず、又その内容についてホームぺージへの掲載はなされなかっ
た。

４（２）③申請内
容と現況との照
合の促進

目標 申請内容と現況との差異の確認

目標達成のため
の取組

・会員事務所へ申請内容と現況との差異の照合するルールを
ＭＡＩＬ等で周知

実績 ・差異を照合するルールの情報が得られずルール作成まで至らず
会員事務所に周知が出来なかった。

４（３）建築士、
建築事務所に対
する指導監督の
充実

目標 建築士法の改正内容の周知及び遵守

目標達成のため
の取組

・会員事務所に啓発リーフレットをＭＡＩＬ等で配布

実績 ・差異を照合するルールの情報が得られずルール作成まで至らず
会員事務所に周知が出来なかった。

4（４）①関係機
関、関係団体との
連携強化

目標 建築行政への理解と関係機関・団体との協力

目標達成のため
の取組

・協議会等への参加し連携を強化

実績 ・協議会及び作業部会等に参加（参加回数６回）

4（５）①建築物
に関わる事業者
への対応

目標 建築物に関わる事業者との協力

目標達成のため
の取組

・必要項目に応じ建築物に関わる事業者への資料提供及び協力

実績 ・毎月第２・第４火曜日に建築相談窓口を開設対応している。
（相談件数 17 件）

５（１）②バリア
フリー化の制度
のあり方に関す
る検討

目標 バリアフリー化運用に対しての協力

目標達成のため
の取組

・高齢者福祉対策住宅改造相談窓口の開設
・高齢者福祉対策住宅改造のリーフレットの市町村に配布及びホ

ームページに掲載
実績 ・高齢者福祉対策住宅改造相談窓口を随時開設。

・高齢者福祉対策住宅改造のリーフレットを市町村に配布且つ
ホームページに掲載。

５（２）環境にや
さしい建築物づ
くりの普及

目標 環境配慮の建築物の設計の推進及び普及

目標達成のため
の取組

・会員事務所へ環境配慮の建築物に関するリーフレットの配布及
び講演会等の案内をＭＡＩＬ等で周知

実績 ・協議会等に参加内容のリーフレットを会員事務所にＭＡＩＬ
にて周知又講演会等の案内を周知した。
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各機関、団体名：㈳埼玉県建築士事務所協会
各計画

１．木造住宅の無
料耐震診断の実
施

目標 ・民間建築物の耐震化の向上
・耐震性能への不安の解消

目標達成のため
の取組

・耐震化に必要な情報の提供
・耐震無料相談を実施する

実績 県・市町村職員にも参加を呼びかけた「木造住宅の耐震診断と
補強方法講習会」を建築士会等と協力して開催、当協会から 20
名が受講。

また、埼玉県主催の「木造住宅の耐震診断と補強の実務講習会」
に当協会から 54 名が受講した。

第 13 回埼玉県下一斉「わが家の耐震診断相談会」を当協会の
16 支部 27 会場で実施、相談者数は、416 名で、うち簡易耐震
診断件数は、347 件であった。

各機関、団体名：(財)埼玉県建築住宅安全協会
各計画

１．定期報告制度
の推進に関する
事業の実施

目標 ・定期報告制度の普及促進
・報告率の向上

目標達成のため
の取組

・対象建築物等の所有（管理）者に対する提出案内（特定行政庁
との委託契約に基づく業務）

・調査（検査）資格者に対する「実務要領講習会」等の開催
・違反なくそう運動の「法令説明会」等を通じての一般住民に対

する啓発

実績 ・提出案内件数 37,326 件（督促を含む）
・報告書受付件数 42,706 件
・報告率 93.3%
・実務要領講習会等の開催

（建築物） 1 回（申込者数 144 人）
（建築設備） 1 回（申込者数 144 人）

・関東地区昇降機定期報告書作成要領講習会
（昇降機） 1 回（申込者数 200 人）

・既存不適格昇降機に関する説明会
（昇降機） 2 回（申込者数 計 225 人）

・パンフレット『適確な維持管理と定期報告制度』及びリーフレ
ット『ご存知ですか？ 定期報告制度』を発行し、関係行政庁の
窓口での配布を依頼したほか、関係団体等に送付した。
・埼玉県、市町村及び建築士会の主催により開催された「違反な
くそう運動」の法令説明会 13 会場のうち 7 会場において口頭説
明をしたほか、残り 6 会場においてパンフレットの配布を依頼し
た。
・定期報告に関する「特定行政庁との調整会議」を開催し、情報
交換及び意思の疎通を図った。（4 月 26 日及び 10 月 24 日）
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各機関、団体名：（社）埼玉県建設業協会
各計画

１．耐震改修にお
ける新技術・新工
法等講習会の実
施

目標 東日本大震災において、比較的古い建築物が大きな被害を受
け、全国的に現行の建築基準法に規定される耐震性能を有さない
ビル・マンション等に対する耐震診断・改修の促進が喫緊の課題
となっている。そこで、これについての講習会を開催し、的確な
技術と知識を習得した技術者の養成を目標とする。

目標達成のため
の取組

ビル・マンション等の耐震改修について広く理解して頂くため
に、「耐震改修における新技術・新工法等講習会（平成 24 年 6
月 8 日実施）」を開催し、専門知識を有する講師から、耐震改修
に有効な新技術・新工法等を最近の施工実例も交えてわかりやす
く解説してもらう。また耐震改修（診断・設計・施工）の現状や、
自治体の公的補助制度の紹介、実際に耐震改修を行う上での留意
点等について説明する。

実績 財団法人経済調査会との共催で、耐震改修における新技術・新
工法等講習会を開催し、神田廣行氏（社団法人 埼玉建築設計監
理協会 耐震専門部会部会長）より、耐震改修に有効な新技術・
新工法等を、最近の施工実例を交えて説明がなされた。また、耐
震改修（診断・設計・施工）の現状や、自治体の公的補助制度の
紹介、実際に耐震改修を行う上での留意点等について説明がなさ
れた。

各機関、団体名：（公社）埼玉県宅地建物取引業協会
各計画

１．相談の実施 目標 ① 本部常設不動産無料相談所を 143 回実施
② 不動産無料相談員研修会の開催
③ 弁護士不動産相談を年２４回実施
④ 一般消費者対象研修会を年４回開催

目標達成のため
の取組

本協会は、本年 4 月 1 日付けで公益社団法人としてスタートい
たしました。特に、不動産取引の活性化に資する事業を行うとと
もに、宅地建物取引に係わる者の資質の向上及び消費者の保護を
図る事業を積極に展開して参りたいと思います。
今年度の取り組みとして、埼玉県民啓発キャンペーン、新聞広告
による一般消費者向け宅地建物取引に関する情報提供を年16回
実施予定。

実績 ① 目標回数１４３回を実施。
② 目標回数４回、合計６８７名が受講。
③ 目標回数２４回実施し、170 名が相談された。
④ 目標回数４回、１７０名が出席された。

２．講習会の実施 目標 本年度も宅地建物取引主任者対象の講習会を年 18 回、延べ受講
者数３５００名を目標とする。
講習科目には昨年度と同様に建築基準法を組入れ、耐震問題等を
中心に建築士による講師のもと、講習を実施。

目標達成のため
の取組

・広報誌や協会ホームページや各種広告媒体を活用し、周知に努
める。

実績 実施 18 回開催、延べ受講者 3,302 名が受講された。
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各機関、団体名：埼玉県生活協同組合連合会
各計画

１．消費者・消費
者団体への情報
提供の実施

目標 消費者・消費者団体に対して、不動産等に関する情報を提供し、
広報。啓発に努める。

目標達成のため
の取組

・不動産問題等含めた契約に関する情報収集を行い、消費者・消
費者団体への情報提供を行う。

実績 消費者団体の会議や各種催し等で、消費者契約のトラブル事例等
の情報提供等を行った

埼玉消費者被害をなくす会に協力して、契約を起因とするトラブ
ル防止に向けた学習会開催に協力した。

２．消費者からの
と問い合わせに
対応する

目標 消費者からの問合せに適切に対応する

目標達成のため
の取組

・消費者への消費者センターに役割等の紹介
・行政機関、関係団体と連携して、適切に対応する

実績 ・埼玉県消費生活支援センターや市町村の消費者センター等の紹
介を行った。

各機関、団体名：さいたま住宅生活協同組合
各計画

１．
さいたま住宅生
協「機関紙」に案
内を掲載

目標 耐震診断、耐震改修に係る、助成制度の利用。

目標達成のため
の取組

・さいたま住宅生協「機関紙」を活用し、補助制度の普及、啓発
に努める。

実績 2012 年 10 月号に「助成制度のお知らせ」を掲載
組合員 23000 人に配布

２．
さいたま住宅生
協「機関紙」に案
内を掲載

目標 吹き付けアスベスト対策に係る、助成制度の利用拡大

目標達成のため
の取組

・さいたま住宅生協「機関紙」を活用し、補助制度の普及、啓発
に努める。

実績 2012 年 10 月号に「助成制度のお知らせ」を掲載
組合員 23000 人に配布

3．
さいたま住宅生
協「機関紙」に関
係記事を掲載

目標 環境にやさしい住宅づくりの普及と啓発。

目標達成のため
の取組

・さいたま住宅生協「機関紙」を活用し、普及と啓発に努める。

実績 2012 年 5 月号に関連記事を掲載
組合員 23000 人に配布
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各機関、団体名：㈱埼玉建築確認検査機構
各計画

１．建築士定期講
習会講師派遣
の実施

目標 建築士との協力関係の構築

目標達成のため
の取組

・建築士定期講習会において講師を派遣し、法令等の周知を図る。

実績 平成 2４年 6 月２６日、9 月１１日、１１月２０日
平成 2５年 2 月 2６日の計４回の埼玉建築士会の
建築士定期講習会に講師として社長を派遣した。

各機関、団体名：(一財)さいたま住宅検査センター
各計画

１．円滑な行政運
営のための職員
の確保

目標 ・各行政機関は建築行政に係る事業量の把握に努め、業務に見合
った職員を確保する。

目標達成のため
の取組

・毎月の事業量及び職員数（建築基準適合判定資格者・補助者）
を確認し、業務に見合った職員数が確保できているか確認する。

実績 ・毎月の事業量及び職員数（確認検査員・補助員）を確認し、月
平均約１０人の余裕をもって業務を行うことができた。

２．建築基準適合
性判定資格者の
育成

目標 ・建築基準適合性判定資格者の育成のため、社内向け講習会を開
催し、合格率 80％以上を目指す。

目標達成のため
の取組

・担当者向けの講習会を開催する。
（受験資格者・受験未資格者を問わず。）

実績 ・担当者向けの講習会を９回開催し、受験資格保有者 11 名中
６名（54％）合格することができた。

各機関、団体名：東京電力（株）埼玉支店
各計画

１．関係機関との
連携強化の実施

目標 特定行政庁・限定特定行政庁からの違法建築物における供給承諾
の保留の要請に対し、適正な対応を行う

目標達成のため
の取組

・ 行政庁との日常からの連携
・ 各協議会への積極的な参加による情報の共有化

実績 違反建築物における供給保留要請無し。今後も違反建築物におけ
る供給承諾の保留要請に対し、適正に対応を実施

各機関、団体名：東京ガス（株）埼玉支社
各計画

１．エネルギー・
環境に関する啓
発活動

目標 エネルギー・環境に関する講演の実施

目標達成のため
の取組

・エネルギー・環境に関する講演を通して、幅広い層に対して啓
発活動を実施する。

実績 埼玉県「世の中大学」においてエネルギー政策の動向と天然ガス
普及に向けた東京ガスの取り組み等について講師を実施した。（2
月 13 日）
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各機関、団体名：埼玉県警察本部 生活環境第二課
各計画

違反建築物対策
連携行政との連
携

目標 県との連携により、事件化が可能な案件は法と証拠に基づき立件
する。

目標達成のため
の取組

特になし

実績 建築基準法違反による事件検挙はない。

各機関、団体名：埼玉県 消費生活支援センター
各計画

１．不動産トラブ
ルに関する消費
生活相談の実施

目標 ・不動産に関する消費生活相談体制の充実を推進する。

目標達成のため
の取組

・不動産問題に関する行政の取組、業界の動向等について情報収
集を図り、相談処理に役立たせる。

実績 不動産に関する消費生活相談受付件数（県・苦情のみ。暫定値）
平成２４年度 １，３３６件
（受付件数１４，４２３件のうちの９．３％）

２．不動産に関す
る行政相談機関
との連携

目標 ・不動産に関する行政相談機関との連携を図る。

目標達成のため
の取組

・県民相談総合センター、建築安全課、建設管理課、住宅課、埼
玉県住宅供給公社等の相談機関との連携を図るため連絡会議等
に積極的に参加する。・

実績 平成２４年度）
９／１９ 住宅相談等関係機関連絡会議

各機関、団体名：埼玉県 消防防災課
各計画

１．事件及び事故
発生時における
適切な対応の実
施

目標 ・重大な人的被害を伴う火災事故が発生した場合、消防本部の立
入調査の結果を取りまとめ、関係機関と情報を共有する。

目標達成のため
の取組

・同様の施設について各消防本部が実施した立入調査結果などの
情報収集を行う。
・消防庁への報告及び関係部局への情報提供を実施する。

実績 ・５月１３日発生の広島県福山市ホテル火災、２月８日発生の長
崎県長崎市グループホーム火災について、各消防本部が実施した
関係施設の緊急調査結果を消防庁に報告するとともに、関係機関
で情報共有を行った。

各機関、団体名：埼玉県 生活衛生課
各計画

他法令許認可実
施期間との連携

目標 他法令許認可実施機関と既存建築物における許認可の情報を
共有する。

目標達成のため
の取組

保健所において、必要に応じて他法令許認可実施機関に情報提
供を行う等の連携を図る。

実績 関係機関に対し、新規クリーニング所に係る情報を提供した。
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各機関、団体名：埼玉県 建設管理課
各計画

１．建設請負工事
にかかる紛争
相談の実施 等

目標
・ 建設請負工事にかかる紛争相談に適切に対応するとともに、

紛争防止のため、建設業者および消費者への情報提供を行う。

目標達成のため
の取組

・ 電話・来庁相談（随時）において、紛争当事者（消費者・
建設業者）に対して、適切な助言・指導を行う。

・ 建設業者を対象に、建設業法等の法令遵守の研修会を開催
する。

・ 建設工事請負契約にあたって消費者が注意すべき事項など
をホームページに掲載し、随時その内容を更新する。

実績

・ 電話・来庁相談（随時）において、紛争当事者（消費者・
建設業者）に対して、適切な助言・指導を行った。

・ 建設業者を対象に、建設業法等の法令遵守の研修会を開催
した。

・ 建設工事請負契約にあたって消費者が注意すべき事項など
をホームページに掲載し、随時その内容を更新した。

各機関、団体名：埼玉県 住宅課
各計画

１．住宅供給公社
等と連携した、住
まいに関する相
談体制づくり

目標 住宅関連の相談体制の充実

目標達成のため
の取組

県住宅供給公社「住まい相談プラザ」（ＪＲ大宮駅構内）を活用
して、法律相談、住宅建設に関する技術的な相談、リフォームや
マンション管理に関する相談など住まいに関する相談を受ける。

実績 「住まい相談プラザ」において、次のとおり住まい関する相談
（10,629 件）への対応を行った。
・公営住宅等賃貸住宅の入居に関する相談 9,098 件
・住宅に関する法律相談 967 件
・住宅建設・改修に関する技術的相談 224 件
・マンション管理に関する相談 150 件
・その他の相談 190 件
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（３）平成２５年度 各計画の目標

各機関、団体名：(社)埼玉建築士会
各計画

１．｢違反建築な
くそう運動｣の実
施（県・市町村と
の共催）

目標 一般県民に建築関係法令等の目的・内容について周知徹底を図り
良好な市街地環境の形成や安全で良質な建築物の普及に努める
ことを目的とする

目標達成のため
の取組

・運動期間内に法令説明会を開催する
・運動期間内に建築無料相談会を開催する

実績

２．講習会等での
改正建築士法
の周知

目標 改正建築士法の周知

目標達成のため
の取組

・建築士定期講習会等において改正建築士法の説明や会報での周
知を行う

実績
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各機関、団体名：(社)埼玉建築設計監理協会
各計画

1（１）①確認申
請図書の精度の
向上

目標 確認申請図書作成についての内容及び諸手続の把握

目標達成のため
の取組

・会員事務所にＭＡＩＬ等で確認申請図書作成に関する講習会の
周知と参加の要請

実績

1（２）①工事監
理者選任の必要
性の周知

目標 各工事において建築主に対して工事監理者の必要性を周知

目標達成のため
の取組

・会員各事務所に確認済証交付時に配布される工事監理者の必要
性をＭＡＩＬ等で配信

実績

1（３）②完了検
査の必要性の周
知徹底

目標 建築主に対して設計者・工事監理者が工事の完了検査の必要性を
周知

目標達成のため
の取組

・会員各事務所に完了検査の必要性をＭＡＩＬ等で配信

実績

1（４）②違反建
築の抑止

目標 違反建築の抑止の認識

目標達成のため
の取組

・会員各事務所に違反建築の抑止啓発の文章配布
・会員各事務所に「違反建築なくそう運動」への参加を

ＭＡＩＬ等で周知

実績

２（２）②耐震診
断、耐震改修に係
る助成制度の利
用拡大

目標 補助制度の内容を消費者に周知

目標達成のため
の取組

・消費者に対し耐震相談会を毎月２回実施及び補助制度の説明
・ホームページに耐震相談会の案内を掲載

実績

２（２）②木造住

宅の無料耐指針

診断の実施

目標 イベント時における無料木造住宅耐震診断の実施

目標達成のため
の取組

・各関係機関からの依頼により会員事務所の会場への派遣

実績

２（３）地震災害
の対応体制の整
備

目標 会員事務所の応急危険度判定士の確保及び講習会への参加

目標達成のため
の取組

・会員事務所へ新規応急危険度判定士の養成依頼及び講習会参加
の周知をＭＡＩＬ等で行う

・会員事務所の応急危険度判定士の訓練への参加

実績

２（４）建築物の
吹きつけアスベ
スト対策の促進

目標 消費者にアスベスト対策の周知及び助成制度の推進

目標達成のため
の取組

・アスベスト相談窓口の開設
・消費者に対しては助成制度の周知をホームページに掲載

実績

２（5）③県民・
所有者への違反
建築物対策の周
知

目標 「違反建築なくそう運動」の県民・所有者への周知

目標達成のため
の取組

・会員事務所の「違反建築なくそう運動」への参加をＭＡＩＬ等
で周知及びその内容をホームページに掲載

実績

２（７）②改修に
対する支援制度
を検討

目標 支援制度を消費者に周知

目標達成のため
の取組

・支援制度の確定により会員事務所へＭＡＩＬ等で周知及びその
内容をホームページに掲載

実績
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４（２）③申請内
容と現況との照
合の促進

目標 申請内容と現況との差異の確認

目標達成のため
の取組

・会員事務所へ申請内容と現況との差異の照合するルールを
ＭＡＩＬ等で周知

実績

４（３）建築士、
建築事務所に対
する指導監督の
充実

目標 建築士法の改正内容の周知及び遵守

目標達成のため
の取組

・会員事務所に啓発リーフレットをＭＡＩＬ等で配布

実績

4（４）①関係機
関、関係団体との
連携強化

目標 建築行政への理解と関係機関・団体との協力

目標達成のため
の取組

・協議会等への参加し連携を強化

実績

4（５）①建築物
に関わる事業者
への対応

目標 建築物に関わる事業者との協力

目標達成のため
の取組

・必要項目に応じ建築物に関わる事業者への資料提供及び協力

実績

５（１）②バリア
フリー化の制度
のあり方に関す
る検討

目標 バリアフリー化運用に対しての協力

目標達成のため
の取組

・高齢者福祉対策住宅改造相談窓口の開設
・高齢者福祉対策住宅改造のリーフレットの市町村に配布及びホ

ームページに掲載
実績

５（２）環境にや
さしい建築物づ
くりの普及

目標 環境配慮の建築物の設計の推進及び普及

目標達成のため
の取組

・会員事務所へ環境配慮の建築物に関するリーフレットの配布及
び講演会等の案内をＭＡＩＬ等で周知

実績

各機関、団体名：（一社）埼玉県建築士事務所協会
各計画

１．木造住宅の無
料耐震診断の実
施

目標 ・民間建築物の耐震化の向上
・耐震性能への不安の解消

目標達成のため
の取組

・耐震化に必要な情報の提供
・耐震無料相談を実施する

実績
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各機関、団体名：(財)埼玉県建築住宅安全協会
各計画

１．定期報告制度
の推進に関する
事業の実施

目標 ・定期報告制度の普及促進
・報告率の向上

目標達成のため
の取組

・対象建築物等の所有（管理）者に対する提出案内（特定行政庁
との委託契約に基づく業務）

・調査（検査）資格者に対する「実務要領講習会」等の開催
・違反なくそう運動の「法令説明会」等を通じての一般住民に対
する啓発

実績

２．建築行政を円
滑に推進するた
めの取組

目標 関係機関、関係団体との連携強化

目標達成のため
の取組

・定期報告についての理解を深めてもらうために、関係機関等に
対し、講習会等での説明や周知用印刷物の配布をしていく。
・特定行政庁の連絡調整を図るために、会議等を開催していく。

実績

各機関、団体名：（一社）埼玉県建設業協会
各計画

既存建築物に対
する取組
地震災害の対応
体制の整備

目標 応急危険度判定士の連絡体制の整備
① 応急危険度判定士のデータベースを整備し、勤務先、連絡先

などの更新等、適切な管理を実施する。
データベースを活用し迅速に判定士を招集できる体制を構築

する。

目標達成のため
の取組

当協会は、協会内で「応急危険度判定士名簿」を作成し、かつ
協会内のネットワーク（連絡網）を構築し、埼玉県等からの召集
等に即応できる体制を整えている。ネットワークは、毎年、連絡
伝達訓練をおこない、情報（データベース）の更新をおこなうこ
ととしている。本年度も、例年同様、ネットワークの連絡伝達訓
練ならびに情報の更新を適宜実施する。

実績
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各機関、団体名：（公社）埼玉県宅地建物取引業協会
各計画

１．講習会の実施 目標 宅地建物取引主任者講習会の講習科目の建築基準法を組入れ、講
師には建築士を起用し、昨年度と同様に耐震問題など中心に主任
者の資質の向上と消費者保護に努める。
講習会を年２8 回開催し、計４９００名を目標とする。

目標達成のため
の取組

協会のホームページや広告媒体を活用して広報・啓発を行う。

実績

２．相談会等の実
施

目標 ① 本部常設不動産無料相談所を開催
② 消費者不動産セミナーの開催
③ 相談員の研修会の開催
④ 弁護士による法律相談の開催

目標達成のため
の取組

公益法人２年目にあたり、更に公益事業を推進していきたい。そ
ため、ハトマーク不動産セミナーを年４回計画し、不動産取引に
関する基礎知識等の取得と紛争の未然防止を図る。
また、昨年度と同様に埼玉県民啓発キャンペンとして、新聞広告
による一般消費者向けの宅地建物取引に関する情報提供を実施
する。

実績

各機関、団体名：埼玉県生活協同組合連合会
各計画

１．消費者・消費
者団体への情報
提供の実施

目標 消費者・消費者団体に対して、不動産等に関する情報を提供し、
広報。啓発に努める。

目標達成のため
の取組

・不動産問題等含めた契約に関する情報収集を行い、消費者・消
費者団体への情報提供を行う。
・他の消費者団体等と協力して、契約に関する学習会開催及び情
報提供を行う

実績

２．消費者からの
と問い合わせに
対応する

目標 消費者からの問合せに適切に対応する

目標達成のため
の取組

・消費者への消費者センターに役割等の紹介
・行政機関、関係団体と連携して、適切に対応する

実績
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各機関、団体名：さいたま住宅生活協同組合
各計画

１．
さいたま住宅生
協「機関紙」に案
内を掲載

目標 耐震診断、耐震改修に係わる、助成制度の利用。

目標達成のため
の取組

・さいたま住宅生協「機関紙」を活用し、助成の普及に努める。

実績

２．
さいたま住宅生
協「機関紙」に案
内を掲載

目標 吹き付けアスベスト対策に係る、助成制度の利用拡大。

目標達成のため
の取組

・さいたま住宅生協「機関紙」を活用し、助成の普及に努める。

実績

3．
さいたま住宅生
協「機関紙」に関
系記事を掲載

目標 環境にやさしい住宅づくりの普及と啓発。

目標達成のため
の取組

・さいたま住宅生協「機関紙」を活用し、普及と啓発に努める。

実績

各機関、団体名：㈱埼玉建築確認検査機構
各計画

１．法改正講習会
の実施

目標 建築物に関する事業者との協力関係の構築

目標達成のため
の取組

・建築士定期講習会において講師を派遣し、法令等の周知を図る。

実績
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各機関、団体名：(一財)さいたま住宅検査センター
各計画

１．円滑な行政運
営のための職員
の確保

目標 ・各行政機関は建築行政に係る事業量の把握に努め、業務に見合
った職員を確保する。

目標達成のため
の取組

・毎月の事業量及び職員数（建築基準適合判定資格者・補助者）
を確認し、業務に見合った職員数が確保できているか確認する。

実績

２．建築基準適合
性判定資格者の
育成

目標 ・建築基準適合性判定資格者の育成のため、社内向け講習会を開
催し、合格率 80％以上を目指す。

目標達成のため
の取組

・担当者向けの講習会を開催する。
（受験資格者・受験未資格者を問わず。）

実績

各機関、団体名：東京電力（株）埼玉支店
各計画

１．関係機関との
連携強化の実施

目標 特定行政庁・限定特定行政庁からの違反建築物における供給承諾
の保留の要請に対し、適正な対応を行う

目標達成のため
の取組

・ 行政庁との日常からの連携
・ 建築物に関わる事業者との情報の共有化

実績

各機関、団体名：東京ガス（株）埼玉支社
各計画

１．防災関連設備
の啓発の実施

目標 防災関連設備の啓発

目標達成のため
の取組

・今年度出展を予定している防災関連の行政イベントにおいてガ
スメーターの機能や復帰方法を説明するブースを設置し、幅広い
層に対して啓発活動を実施する。

実績

各機関、団体名：埼玉県警察本部 生活環境第二課
各計画

違反建築物対策
連携行政との連
携

目標 県との連携により、事件化が可能か案件は法と証拠に基づき立件
する。

目標達成のため
の取組

特になし

実績



７－２ 特定・限定行政庁以外の目標及び実績（平成２５年度）

- 42 -

各機関、団体名：埼玉県 消費生活支援センター
各計画

１．不動産トラブ
ルに関する消費
生活相談の実施

目標 ・不動産に関する消費生活相談体制の充実を推進する。

目標達成のため
の取組

・不動産問題に関する行政の取組、業界の動向等について情報収
集を図り、相談処理に役立たせる。

実績

２．不動産に関す
る行政相談機関
との連携

目標 ・不動産に関する行政相談機関との連携を図る。

目標達成のため
の取組

・県民相談総合センター、建築安全課、建設管理課、住宅課、埼
玉県住宅供給公社等の相談機関との連携を図るため連絡会議等
に積極的に参加する。

実績

各機関、団体名：埼玉県 消防防災課
各計画

１．事件及び事故
発生時における
適切な対応の実
施

目標 ・重大な人的被害を伴う火災事故が発生した場合、消防本部の立
入調査の結果を取りまとめ、関係機関と情報を共有する。

目標達成のため
の取組

・同様の施設について各消防本部が実施した立入調査結果などの
情報収集を行う。
・消防庁への報告及び関係部局への情報提供を実施する。

実績

各機関、団体名：埼玉県 生活衛生課
各計画

他法令許認可実
施期間との連携

目標 他法令許認可実施機関と既存建築物における許認可の情報を
共有する。

目標達成のため
の取組

保健所において、必要に応じて他法令許認可実施機関に情報提
供を行う等の連携を図る。

実績

各機関、団体名：埼玉県 建設管理課
各計画

１．建設請負工事
にかかる紛争
相談の実施等

目標
・ 建設請負工事にかかる紛争相談に適切に対応するとともに、

紛争防止のため、建設業者および消費者への情報提供を行う。

目標達成のため
の取組

・ 電話・来庁相談（随時）において、紛争当事者（消費者・建
設業者）に対して、適切な助言・指導を行う。

・ 建設業者を対象に、建設業法等の法令遵守の研修会を開催す
る。

・ 建設工事請負契約にあたって消費者が注意すべき事項などを
ホームページに掲載し、随時その内容を更新する。

実績
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各機関、団体名：埼玉県 住宅課
各計画

１．住宅供給公社
等と連携した、住
まいに関する相
談体制づくり

目標 住宅関連の相談体制の充実

目標達成のため
の取組

県住宅供給公社「住まい相談プラザ」（ＪＲ大宮駅構内）を活用
して、法律相談、住宅建設に関する技術的な相談、リフォームや
マンション管理に関する相談など住まいに関する相談を受ける。

実績

２．埼玉県環境住
宅賞の実施（埼玉
県住まいづくり
協議会主催）

目標 環境に配慮した住まいづくりの普及啓発

目標達成のため
の取組

・募 集：平成 25 年 6 月～ 9 月上旬
・作品審査： 同 11 月～12 月
・表 彰 式：平成 26 年 2 月

実績
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